
報 告 書

令和３年度東郷町の一般会計、特別会計及び企業会計の決算を議会の認定に付する

に当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第５項の規定により主

要な施策の成果について報告する。

令和４年８月２９日提出 東郷町長 井 俣 憲 治
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決 算 の 状 況 
令和３年度決算総括表 

 
（単位：千円） 

区 分 
 
会計別 

歳 入 歳 出 
令和３年度 令和２年度 差引増減 令和３年度 令和２年度 差引増減 

 

一 般 会 計 △ △

国 民 健 康 保 険 
特 別 会 計 △ △

国 民 健 康 保 険 
東郷診療所特別会計 

後 期 高 齢 者 医 療 
特 別 会 計 

介 護 保 険 
特 別 会 計 

下 水 道 事 業 会 計 △ △
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一一 般般 会会 計計







歳　　　入

年　　度 

 款　　別 構成比(％)

１ 町 税

２ 地 方 譲 与 税

３ 利 子 割 交 付 金

４ 配 当 割 交 付 金

５ 株式等譲渡所得割交付金

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 ― ― ― ―

７ 地 方 消 費 税 交 付 金

８ ゴルフ場利用税交付金

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 － － － －

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

（自動車取得税交付金）

年　度　別　一　般　会　計　

平成２９年度 平成３０年度

歳　　入　　合　　計

構成比(％)
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― ―

― ― ― ―

 歳　入　歳　出　決　算　額
（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度

構成比(％) 構成比(％)構成比(％)
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歳　　　出

年　　度 

 款　　別

平成２９年度 平成３０年度

構成比(％) 構成比(％)

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

翌年度繰越額

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

内　　訳 不　 用 　額

諸 支 出 金

歳　 出　 合　 計　（Ａ）

予　 算　 現　 額　（Ｂ）

差　引（(B)－(A)） （Ｃ）

 （Ｃ）  の
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（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度

構成比(％) 構成比(％) 構成比(％)
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一般会計歳入決算の状況

令和３年度における歳入決算額は１６，４２０，８７３千円で、前年度に対して２，５

８９，０７６千円の減収となった。これは、率にして１３．６％の減である。

財源の対前年度比は、以下のとおりである。

（単位：千円、％）

区分 令和３年度 令和２年度 増減額 伸率

町税 △ △

地方譲与税

利子割交付金 △ △

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金 △ △

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金 △ △

分担金及び負担金 △ △

使用料及び手数料 △ △

国庫支出金 △ △

県支出金 △ △

財産収入 △ △

寄附金

繰入金

繰越金 △ △

諸収入

町債

歳入合計 △ △

内容については、次ページ以降のとおりである。
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（（款款））１１ 町町 税税

⑴ 町民税

町民税の決算額は３，２０７，６６７千円で、前年度に比べ１２９，８８１千円

（３．９％）の減収となった。

個人町民税については決算額２，８５７，０９７千円で、前年度に比べ１１５，５

１３千円（３．９％）の減収となった。

また、法人町民税については決算額３５０，５７０千円で、前年度に比べ１４，３

６８千円（３．９％）の減収となった。

決算額推移 （単位：千円、％）

区 分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

個人町民税

対前年度伸率 △ △

法人町民税

対前年度伸率 △ △

合 計

対前年度伸率 △

個人町民税の所得種類別賦課状況（現年課税分）

区 分
納税者数 税 額

千円

１人当たり平均税額

円人 構成比 ％

給 与 所 得 者

営 業 所 得 者

農業所得者

その他の所得者

合 計

※ 令和３年度市町村税課税状況等の調より

法人数推移 （単位：人）

区 分 １号 ２号 ３号 ４号 ５号 ６号 ７号 ８号 ９号 合計

令和３年度

令和２年度

※ 令和３年度市町村税課税状況等の調より
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⑵ 固定資産税

固定資産税の決算額は２，６２０，７５８千円で、前年度に比べ５１，８５３千円

（１．９％）の減収となった。

土地、家屋及び償却資産に分けてみると、土地については決算額１，１５５，２７

６千円で、前年度に比べ５，６６７千円（０．５％）の増収となった。家屋について

は決算額１，０４３，３０５千円で、前年度に比べ８８，２７３千円（７．８％）の

減収となった。償却資産については決算額４０３，１５５千円で、前年度に比べ３０，

７５３千円（８．３％）の増収となった。

国有資産等所在市町村交付金については１９，０２２千円で、前年度と同額であっ

た。

決算額比較 （単位：千円、％）

区 分 令和３年度 令和２年度 増減額 伸率

固定資産税 △ △

純固定資産税 △ △

土 地

家 屋 △ △

償却資産

交付金

土地課税状況（非課税分を除く。）

区 分
地 積 決定価格

千円

筆 数

筆

㎡当たり

平均価格
（円）

課税標準額

（千円）
面 積

㎡

割合
％

田

畑

一般田

市街化 田

一般畑

市街化 畑

宅 地

雑種地

合 計

※１ 令和３年度固定資産概要調書より

※２ 課税標準額は法定免税点以上
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家屋課税状況（非課税分を除く。）

区 分
棟 数

棟

床 面 積 決定価格

千円

㎡当たり価格

円
面 積

㎡

割合
％

木
造
家
屋

専用住宅

共同住宅

併用住宅

店舗・事務所

劇場・病院

工場・倉庫

付属家等

小 計

非
木
造
家
屋

店舗・事務所

住宅・アパート

ホテル・病院

工場・倉庫

その他

小 計

合 計

※ 令和３年度固定資産概要調書より

償却資産（免税点以上）

区 分
決定価格

千円

課税標準額 課税標準額の内訳

価 格
千円

割合
％

課税標準の

特例の適用を

受けるもの
千円

左記以外

の も の
千円

町長

が価

格を

決定

した

もの

構築物

機械及び装置

船舶

車両及び運搬具

工具器具及び備品

小 計

法 第

条 関

係

総務大臣が価格等

を決定したもの

県知事が価格等を

決定したもの

小 計

合 計

※ 令和３年度固定資産概要調書より
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⑶ 軽自動車税

課税台数は１３，０８６台（前年度１２，９７６台）、決算額は９６，８３４千円

で、前年度に比べ４，９５８千円（５．４％）の増収となった。

決算額比較 （単位：千円、％）

区 分 令和３年度 令和２年度 増減額 伸率

種別割

環境性能割

軽自動車車種別課税台数（令和３年度） （単位：台）

原付第一種 原付第二種 ミニカー 軽自二輪車 軽自三輪車 軽四輪乗用 軽四輪貨物 小型特殊自 二輪小型自 合 計

⑷ 町たばこ税

町たばこ税の決算額は２６４，４２８千円で、前年度に比べ１９，９３２千円（８．

２％）の増収となった。

⑸ 都市計画税

都市計画税の決算額は４２５，３０６千円で、前年度に比べ７，８８８千円（１．

８％）の減収となった。

都市計画税充当事業（令和３年度） （単位：千円）

事 業 名

事 業 費

うち都市計

画税充当額

都市計画一般管理事業

公園緑地等維持管理事業

公園緑地築造事業

開発推進事業

下水道事業会計繰出金事業

建設事業分公債費元金事業

建設事業分公債費利子事業

計

※ 都市計画税充当額は、都市計画税の決算額を事業費の一般財源で按分して算出
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⑹ 総 括

町税収納率推移 （単位：円、％）

区分
調 定 額

Ａ

収入済額

Ｂ

不納欠損額 収納率

Ｂ Ａ×

平成２９年度

平成３０年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

町税決算額 （単位：千円、％）

区 分 令和３年度 令和２年度 増減額 伸率 構成比

１ 町民税 △ △

個 人 △ △

法 人 △ △

２ 固定資産税 △ △

３ 軽自動車税

４ 町たばこ税

５ 都市計画税 △ △

合 計 △ △
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（（款款））２２ 地地方方譲譲与与税税

地方譲与税の決算額は１０３，０５５千円で、前年度に対して１，５２４千円

（１．５％）の増収となった。その内訳は、地方揮発油譲与税法第３条の規定に基

づく地方揮発油譲与税が２５，７７８千円で、前年度に対して７０７千円（２．

８％）の増収となり、自動車重量譲与税法第２条の規定に基づく自動車重量譲与税

額が７３，７０５千円で、前年度に対して７６１千円（１．０％）の増収、森林環

境税及び森林環境譲与税に関する法律第２８条の規定に基づく森林環境譲与税額は

３，５７２千円で、前年度に対して５６千円（１．６％）の増収となった。

なお、森林環境譲与税の充当事業は以下のとおりである。

地方消費税交付金（社会保障財源）充当事業（令和３年度） （単位：千円）

事 業 名

事 業 費

うち森林環境

譲与税充当額

半ノ木公園遊具取替事業

バス停用ベンチ購入事業

小計

（（款款））３３ 利利子子割割交交付付金金

地方税法第７１条の２６の規定に基づく利子割交付金の決算額は、４，７９５千

円で、前年度に対して２，５６０千円（３４．８％）の減収となった。

（（款款））４４ 配配当当割割交交付付金金

地方税法第７１条の４７の規定に基づく配当割交付金の決算額は、５８，８９４

千円で、前年度に対して１５，７８４千円（３６．６％）の増収となった。

（（款款））５５ 株株式式等等譲譲渡渡所所得得割割交交付付金金

地方税法第７１条の６７の規定に基づく株式等譲渡所得割交付金の決算額は、６

７，３４１千円で、前年度に対して２６，５２１千円（６５．０％）の増収となっ

た。

（（款款））６６ 法法人人事事業業税税交交付付金金

地方税法第７２条の７６の規定に基づく法人事業税交付金の決算額は、６３，０

２７千円で、前年度に対して３５，２６５千円（１２７．０％）の増収となった。
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（（款款））７７ 地地方方消消費費税税交交付付金金

地方税法第７２条の１１５の規定に基づく地方消費税交付金の決算額は、９６２，

９４２千円で、前年度に対し８７，７５２千円（１０．０％）の増収となった。

なお、社会保障財源分の地方消費税交付金の決算額は、５７７，４０７千円であ

り、充当事業は以下のとおりである。

地方消費税交付金（社会保障財源）充当事業（令和３年度） （単位：千円）

事 業 名

事 業 費

うち地方消

費税交付金

充当額

社
会
福
祉

障がい者扶助事業

障がい者（児）支援サービス事業

障がい者自立支援給付費事業

地域生活支援事業

障がい者相談支援事業

子ども医療費事業

障がい者医療費事業

母子・父子家庭医療費事業

後期高齢者福祉医療費給付事業

自立支援医療費事業

後期高齢者医療特別会計負担金事業

未熟児養育医療費事業

後期高齢者長寿健診事業

高齢者在宅支援サービス事業

高齢者生きがい対策事業

母子父子・遺児福祉支援事業

児童発達支援事業所運営事業

子育て支援事業

障がい児支援事業

児童手当支給事業

児童館運営事業

民間保育所運営支援事業

病児保育事業

保育園運営事業

小計

社
会
保
険

国民健康保険特別会計繰出金事業

介護保険特別会計繰出金事業

小計
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保
健
衛
生

感染症まん延防止事業

成人保健健康診査事業

母子保健健康診査事業

小計

計

※ 地方消費税交付金充当額は、地方消費税交付金の決算額を事業費の一般財源

額で按分して算出

（（款款））８８ ゴゴルルフフ場場利利用用税税交交付付金金

地方税法第１０３条の規定に基づくゴルフ場利用税交付金の決算額は、１６，６

０９千円で、前年度に対して３，２４０千円（２４．２％）の増収となった。

（（款款））９９ 環環境境性性能能割割交交付付金金

地方税法第１７７条の６の規定に基づく環境性能割交付金の決算額は、１９，１

１０千円で、前年度に対して８０６千円（４．０％）の減収となった。

（（款款））１１００ 地地方方特特例例交交付付金金

地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律第２条の規定に基づく地方

特例交付金の決算額は、２２２，５１４千円で、前年度に対して１４４，６３５千

円（１８５．７％）の増収となった。

（（款款））１１１１ 地地方方交交付付税税

地方交付税は、国税３税（所得税及び法人税の３３．１％、酒税の５０％）、消

費税の１９．５％及び地方法人税の全額を地方財政の財源の均衡化を図る目的で地

方交付税法第３条に基づき一定の基準により地方公共団体に交付されるものである。

本年度においては、普通交付税１，０７２，９３５千円、特別交付税７７，０３

８千円が交付され、平成２２年度から引き続き１１年連続の交付団体となった。

なお、最近５か年における地方交付税の推移は以下のとおりである。

（単位：千円、％）

区分 普通交付税 特別交付税
財政力

指 数年度
基準財政

需 要 額

基準財政

収 入 額

交 付

基準額
決算額 決算額

対前年度

増 減 額

Ｈ２９ △

Ｈ３０

Ｒ１ △

Ｒ２

Ｒ３

− 14 −



※１ 平成２８年度、２９年度及び令和元年度、２年度の普通交付税決算額は、

交付基準額から調整により減額

※２ 財政力指数は、単年度

（（款款））１１２２ 交交通通安安全全対対策策特特別別交交付付金金

交通安全対策特別交付金は、交通安全対策を推進する施策の一環として道路交通

法に定める反則金をもって交通安全施設の設置及び管理に関する経費に充てるため

交通事故の発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を用いて算定し交付さ

れるものであり、本年度の決算額は５，９９１千円で、前年度に対して２７千円

（０．４％）の減収となった。

（（款款））１１３３ 分分担担金金及及びび負負担担金金

分担金及び負担金の決算額は５，９９６千円で、前年度に対して１４，０８７千

円（７０．１％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令和２年度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金 △ △

土木費負担金 △ 皆減

教育費負担金 △ △

農林水産業費分担金 △ 皆減

（（款款））１１４４ 使使用用料料及及びび手手数数料料

使用料及び手数料の決算額は１７６，６６６千円で、前年度に対して１２，４６

７千円（６．６％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務使用料 △ △

民生使用料 △ △

衛生使用料 △ △

農林水産使用料

土木使用料

都市計画使用料 △ △

教育使用料 △

総務手数料 △ △

民生手数料

衛生手数料 △ △

都市計画手数料
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教育手数料

（（款款））１１５５ 国国庫庫支支出出金金

国庫支出金の決算額は３，４１０，３５３千円で、前年度に対して３，４６３，

２１２千円（５０．４％）の減収となった。

⑴ 国庫負担金の決算額は１，５７７，８５７千円で、前年度に対して３０５，

６９６千円（２４．０％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金

衛生費負担金 皆増

⑵ 国庫補助金の決算額は１，８２０，９８１千円で、前年度に対して３，７６

９，８３２千円（６７．４％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費補助金 △ △

民生費補助金

衛生費補助金

土木費補助金 △ △

教育費補助金 △ △

消防費補助金 △ △

⑶ 国庫委託金の決算額は１１，５１５千円で、前年度に対して９２３千円（８．

７％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費委託金 △ △

民生費委託金

（（款款））１１６６ 県県支支出出金金

県支出金の決算額は９５０，２７７千円で、前年度に対し１，４０５千円（０．

１％）の減収となった。

⑴ 県負担金の決算額は６２３，４１８千円で、前年度に対して５２，４４２千

円（９．２％）の増収となった。
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（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

民生費負担金

⑵ 県補助金の決算額は２２３，７５９千円で、前年度に対して４４，４２８千

円（１６．０％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費補助金 △ △

民生費補助金 △ △

衛生費補助金 △ △

農林水産業費補助金

土木費補助金

教育費補助金

消防費補助金 △ △

商工費補助金 △ 皆減

⑶ 県委託金の決算額は８９，１１８千円で、前年度に対して１７，１４８千円

（２３．８％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費委託金

教育費委託金

⑷ 県交付金の決算額は１３，９８２千円で、前年度に対して１６，５６７千円

（５４．２％）の減収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

総務費交付金 △ △

民生費交付金

農林水産業費交付金 △ △

教育費交付金

（（款款））１１７７ 財財産産収収入入

財産収入の決算額は８，７２７千円で、前年度に対して１，２４５千円（１２．

５％）の減収となった。

− 17 −



⑴ 財産運用収入の決算額は５，８３１千円で、前年度に対して４，１４１千円

（４１．５％）の減収となった。

⑵ 財産売払収入の決算額は２，８９６千円で、前年度に対して６１１千円（１

７．４％）の減収となった。

（（款款））１１８８ 寄寄附附金金

寄附金の総額は１６３，１５５千円で、前年度に対して８，３５４千円（５．

４％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

一般寄附金

教育費寄附金 皆増

土木費寄附金 皆増

総務費寄附金 皆増

衛生費寄附金 皆増

（（款款））１１９９ 繰繰入入金金

繰入金の決算額は５９０，７１２千円で、前年度に対して１８４，７０４千円

（４５．５％）の増収となった。

（（款款））２２００ 繰繰越越金金

繰越金の決算額は９６，１７５千円で、前年度に対して９２，８６８千円（４９．

１％）の減収となった。

（（款款））２２１１ 諸諸収収入入

諸収入の決算額は４１４，１６８千円で、前年度に対して４１，２８６千円（１

１．１％）の増収となった。

（単位：千円、％）

区分

科目

令 和 ３ 年 度

決 算 額

令 和 ２ 年 度

決 算 額
差引増減額 伸率

延滞金 △ △

町預金利子 皆増

貸付金元利収入

受託事業収入
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雑

入

学校給食費

内
訳

小学校給食費

中学校給食費

雑入

（（款款））２２２２ 町町債債

町債の決算額は１，３１５，４００千円で、前年度に比べ２０２，７００千円

（１８．２％）の増収となった。

（単位：％、千円）

区分 起債の目的 利率 借入額 借入先

総務債 臨時財政対策債
政府資金

金融機構

民生債 （仮称）東郷こども園整備事業
金融機構

共済組合

土木債

都市計画道路名古屋春木線建設負担金事

業
政府資金

東郷中央土地区画整理事業助成事業 政府資金

東郷中央土地区画整理事業助成事業（繰

越事業）
政府資金

町道和合・春木線舗装修繕事業 共済組合

町道桝池・東郷中央線整備事業 共済組合

町道東郷・三好線整備事業
政府資金

共済組合

町道東郷・三好線道路改良事業（繰越事

業）

政府資金

町道南蚊谷６号線整備事業（繰越事業）

（仮称）桝池・傍示本線整備事業 振興協会

（仮称）桝池・傍示本線整備事業（繰越

事業）

上城さくら公園築造事業
振興協会

消防費
消防団詰所建替事業 金融機構

消防団詰所建替事業（繰越事業） 金融機構

教育債

町民運動広場駐車場整備事業 共済組合

諸輪小学校バリアフリー化改修事業（繰

越事業）
政府資金

東郷小学校屋上防水改修事業
振興協会
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